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1.　は　じ　め　に
　2006 年 4 月に日本ユニシス株式会社（以下，日本ユニシス）は全日本空輸株式会社（以下，
ANA）と同社の中核業務である“予約～発券～搭乗”の国内線旅客サービスを処理する基幹
系システム「able-D」をオープンシステムに移行することで合意し，プロジェクト「Project
AI＊1」を発足，2013 年 2 月に新システム（開発コード名「ANACore」）を無事稼働させるこ
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要　約　2013 年 2 月に全日本空輸株式会社の基幹システムである国内線旅客システムが稼働
した．同社においては約 30 年ぶりの全面更改となった．

　　当該システムは，WEB予約または旅行代理店における予約業務，発券/決済業務，及び
搭乗業務のサービスを担っており，一企業の基幹システムとしてのみならず，社会基盤とし
ての安定した稼働が要求されるシステムである．

　　今回の開発では，オープンプラットフォームの環境でメインフレームと同等のサービスレ
ベルを実現すること，所与の時間内で移行・稼働させることがゴールであった．その達成に
より，生産性の向上，及び迅速な新サービス提供が可能となった．

　　本稿は，ミッションクリティカルな大規模システムを稼働に導くにあたり，バイブルとし
てきた基本方針と開発内容をご紹介し，開発の上で考慮してきたポイントを本特集号のイン
トロダクションとして取り纏めたものである．

Abstract　All Nippon Airways Co, Ltd. has developed their core business system, Domestic Passenger Sales 
and Service System (PSS System), to go live in Open Platform environment on February, 2013. This is 
their complete renewal from previous system after more than 30 years.

　　In the Airline Industries, there are some systems with partial use of Open Platform, but this is the first 
in the World to have the complete PSS system running on Open Platform.

　　The Domestic Passenger Sales and Service System handles; reservation through Web; Reservation, Tick-
eting, Sales through Travel Agency; checking in at Airport; Operational Support to the destination. This 
core system is in the center of domestic air travel for customers and its having stable operation is essential 
not only to the business but as an infrastructure,.

　　The goal for this project was set as to establish “same Business Practice on Open Platform”, “Same Ser-
vice Level as previous mainframe” and “100% safe migration”. This target was reached and  the IT Cost 
Structure as well as the service delivery time were improved.

　　In this report, how Mission-Critical and Super Large System implementation project used, as bible, the 
basic strategies and development is introduced. The important points outlined in this special edition are 
summarized.
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とに成功した．
　かねてより日本ユニシスは，長年ANAの ITパートナーとして，国内線旅客システムの開
発・運用に携わっており，以下のシステムの稼働に寄与してきた．
　1978 年　米国Unisys 社のエアラインパッケージ「USAS」をベースに「RESANA」稼働
　1988 年　RESANAを発展させ大幅な機能強化を実現した able-D 稼働
　しかしながら，当初の RESANA稼働から 28 年が経過し，長年に渡り改修開発を続けてき
たことによるシステムの柔軟性の低下や，古い世代の言語（Fortran）を使用していることに
よる技術者の固定化など，ANAの国内線事業戦略の推進に対して，柔軟かつ迅速な対応が難
しくなってきた．その解決に向け，技術面，コストなど様々な観点から検討した結果，ANA
と日本ユニシスは米国Unisys 社が保有しているオープンエアラインパッケージ「AirCore」
をベースに国内線予約システムを再構築することとした．
　2013 年現在，世界中のほとんどの航空会社における予約システムは，メインフレーム上で
構築されており，同様の課題を抱えているが，旅客，貨物輸送など社会基盤として業務停止が
困難であること，現行システムが大変複雑であること等の理由から，オープンシステムへの移
行を検討するも，実現には至っておらず，今回のANA国内線旅客システムは，世界初の成功
事例となった．
　本稿では，新システムANACore について，その開発の背景と目的およびゴールを 2章と 3
章で述べ，開発の基本方針と具体的な開発内容を 4章と 5章で説明し，6 章で開発の際の考慮
点を挙げる．

2.　開発の背景
　2006 年当時の現行システム able-D（図 1）には，二つの課題があった．一つは「システム
固有」の課題，すなわちレガシー技術（メインフレーム，Fortran）上での保守・開発コスト
の増大，約 30 年間の事業改革に伴う改修開発の影響によるアプリケーションの老朽化・メン
テナンス性の悪化である．もう一つは「IT を取り巻く環境変化」への対応，すなわちWeb2.0
などに代表されるコンシューマ ITの拡大（携帯電話の普及とインターネット利用拡大）によ
る顧客の利用チャネルの多様化，オープンプラットフォーム技術の台頭，システム開発技術の
多様化への対応である．これらの課題に対峙することは，able-D のオープンシステムへの移
行を後押しするきっかけにもなった．

図 1　現行システム able-Dの特徴



オープン国内線旅客システム開発の考慮点　　（179）5

　一方，able-D が持つ強みである，24 時間・365 日稼働，高性能（大量トランザクション・
高レスポンス）への対応，きめ細かなユーザ向けサービスは維持することが求められた．
　以上のことから，able-D が抱える問題・課題を解決し，また優位な点を踏襲しつつ，今後
の環境の変化に耐えうる拡張性，柔軟性を備え持つ新システムを構築すべきという気運が高ま
り，これらの要件を実現する新システムANACore の開発/導入に向けて，本プロジェクト
ProjectAI が発足した．

3.　開発の目的とゴール
　ANACore を開発するにあたり，ProjectAI は前章で述べた背景に根ざした開発の目的と，
目的を果たしたことを確認する指標としてのゴールを定めた．本章ではそれらについて説明す
る．

　3. 1　目的
　ProjectAI では以下の 3点（詳細は表 1，表 2，表 3を参照）をシステム化コンセプトとし，
これを実現することをANACore 構築の目的とした．
　　●　ITコスト構造の改革
　　●　システムの拡張性・柔軟性の確保
　　●　迅速なサービスの提供

表 1　ITコスト構造の改革

表 2　システムの拡張性・柔軟性の確保

表 3　迅速なサービスの提供
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　3. 2　ゴール
　ANACore の開発，移行，保守のゴールとして以下の 1）から 8）をプロジェクト計画書で
定め，それらをクリアすることを目指した．
　（以下，「ProjectAI プロジェクト計画書」記述から抜粋）
　1）　開発期間

　現行国内旅客系システム able-D が稼働するメインフレームのサポート停止（2013 年）
までにオープン系システム基盤への完全移行を実施する．

　2）　新運用・保守方式の導入
　構築するオープン系システム基盤上で，新アーキテクチャに基づいた運用・保守方式を
確立する．

　3）　ANACore プラットフォームの構築
　将来の環境変化に向けてOS，ミドルウェア（J2EE コンテナ，RDBMS）を複数の候補
の中から選定可能なオープン基盤をアーキテクチャとして確立する．
　バージョンの選定を含め最適なプロダクトセットを採用し，ANACore のプラット
フォームを確立する．

　4）　ANACore アプリケーション基盤の構築
　AirCore の機能を活用し，非機能要件を含めANACore アプリケーション基盤を確立す
る．able-D にはないAirCore 独自機能で業務に有効なものについても，可能であれば活
用する．これにより効率的なANACore アプリケーション開発を実現する．

　5）　現行業務機能の移行
　able-D で提供している業務機能と同等の業務機能をANACore として構築する．また
able-D の業務データをANACore に移行する．

　6）　外部システムへの新サービス提供方式の導入
　外部システム連携は，Web サービスによる連携方式を可能とする．

　7）　ANACore の保守・改修体制の確立
　移行開発を通じ，ANACore を保守・改修可能な要員を育成する．
　オフショア開発を実践し，開発スキームを確立する．これを活用することで開発・保守
コストを削減する．

4.　基本方針
　前章で述べたプロジェクトの目的・ゴールを目指すにあたり，本章の各節で述べる基本方針
を定め，種々の環境変化に左右されない計画を設定した．

　4. 1　開発全般
　開発全般に関わる基本方針として，以下に挙げる 3点を定めた．
　1）　業務品質とサービスレベルの維持

　able-D の機能をANACore に構築することで業務品質を維持し，現行メインフレーム
で実現している基盤・運用管理機能をオープン系システム基盤上に構築することでサービ
スレベルを維持する．
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　2）　開発効率の向上
　既存パッケージであるAirCore のフレームワークや開発ツールを可能な限り利用する
とともに，AirCore の SOAアーキテクチャを踏襲して拡張性と柔軟性を確保する．

　3）　既存環境との整合性の確保
　ゲートウェイ機能により，外部システムや端末といった既存環境の現行仕様を変えずに
通信方式の差異を吸収する．

　4. 2　システム構成
　拡張性と可用性を確保することをシステム構成の基本方針とした．すなわち，OS/ミドル
ウェアを柔軟に選定可能（プラットフォームフリー）とし，APサーバはスケールアウトによ
り，DBサーバはスケールアップにより拡張性を確保する．また，可能な限りオンライン無停
止でのリリース方式を採ることと，able-D と同等以上の冗長性を持たせることにより，可用
性を確保することとした．

　4. 3　運用方式
　以下の 3点で示すように，保守運用ツールを最大限活用し，安定的かつ効率的なサービス提
供を実現する．
　　●　開発支援ツール/フレームワークの継続活用による，効率的な保守作業の確保
　　●　ANACore 開発プロセスに則ったドキュメント体系の維持運用による，改修作業の生

産性確保
　　●　稼働状態の継続的なモニタリングによる，プロアクティブな対応の実施（予防保守の

充実）
　また，各ベンダーのノウハウ・スキルを十分に引き出し，確実に連携可能な協業体制（=ベ
ンダーコンソーシアム）を確立する．すなわち，課題発生時に原因追求をたらい回ししない体
制や，製造メーカの技術力（ノウハウ・スキル）と，十分な検証・保守によりリスクを回避す
るベンチマーク環境を確保する．
　加えて，ANA標準 ITIL をベースとした運用プロセスを確立し，アプリケーション/インフ
ラ部門の最適な役割分担を設定してANACore の稼働品質を保証し，継続的に維持管理できる
運用保守体制を確立する

　4. 4　移行方式
　便の正常運航に影響を与えず，許容された時間内（最終便から初便までの 4.5 時間）で切替
える．また，切換えにおけるコンティンジェンシープランを用意する．これにより，100％安
全確実な移行を実現する．

　4. 5　開発方式
　大規模開発に対応するために，管理可能な規模である 1000 人月以下に管理スパンを分割す
る．すなわち，業務系（予約・発券・搭乗・座席管理・共通），フレームワーク，ゲートウェイ，
基盤，移行のサブシステムにてチームを分割し，さらに開発グループによりベース仕様開発グ
ループ 1～ 3 と現行改修取り込み 1～ 3 の計 6グループに期間を分割する．開発のマスタース
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ケジュールを図 2に示す．

図 2　開発計画

　長期間の開発に対応するために，開発期間を“方向づけ”，“推敲”，“作成”，“移行”の 4
フェーズ（図 3）に分割し，フェーズ毎に適切なタイミングでチェックポイントと完了条件を
設定し計画及び実績を評価して，未完了項目や改善するべき課題に対して必要な対策を実施
し，結果を次フェーズ以降の計画へ反映する．
　現行改修取り込みは，要員の習熟度が向上した後半の作成フェーズに計画する．

図 3　フェーズの位置づけ

　また，品質面での要求に対し，次に示す基本方針を定めた．
　1）　本開発の開始前に，事前に検証・確立した開発手法/アーキテクチャ（OS，ミドルウェ

ア等）/品質管理方式（品質メトリクス，評価基準）を採用した本開発を計画する．
　2）　現行同等の機能性を確保するために，十分な現行比較テスト期間を設定し，本番トラン
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ザクションデータの取り込み機能等，ツールを活用して品質を向上させる．また，able-D
のテストケースやシナリオを利用する等，運用/改修ノウハウを活用した品質確認を行う．

　3）　フェーズ/グループ開発の単位で検証テストを行い，早期に仕様認識や操作感の齟齬を
確認し，開発にフィードバックする．

　4）　本番移行時と同等の移行リハーサルや，稼働後フォールバックのリハーサル及び訓練を
実施し，移行やフォールバックの手順を実証し成熟させる．

　4. 6　プロジェクト運営
　以下の三つの開発の特性を考慮し，プロジェクト運営について1）から5）の基本方針をたてた．
　　●　大規模開発（大人数・作業量大・多様なステークホルダー）…1），2）
　　●　長期に渡る開発のため，外部・内部環境ともに変化する可能性が大きい…3），5）
　　●　意識モチベーションの低下…4）
　1）　PMOによるプロジェクト管理を強化

　プロジェクト全体の PMO機能の設置に加え，サブチーム毎の PMOを設置し，進捗・
課題・品質のプロジェクト管理を強化した．

　2）　アーキテクトによる品質確保
　開発工程の標準化を定めるとともに，コード解析ツールによるコード規約への準拠，ふ
さわしくないコードを検出し管理することにより，開発チームの是正対応の追跡運用を実
施し，プログラムコード品質を確保した．
　また，システム全体としての性能目標を達成するために，個別機能単位でのレスポン
ス・処理時間目標を定め，機能テスト段階～システムテスト段階で目標達成状況を監視し，
未達成の機能については改善方法の検討，及び改善支援を実施し，性能品質を確保した．

　3）　情報の共有化促進
　プロジェクト管理における進捗・課題・品質の情報については，プロジェクト全体に開
示し，それぞれの視点による状態分析～課題の気づきができるようにした．

　4）　一体感の醸成
　プロジェクト開始時期から，月一回の全体ミーティングを設け，マスタースケジュール
上の進捗状況とステアリングコミッティの意思決定内容を共有するとともに，月間MVP
を選出し，プロジェクト全員で表彰することでモチベーション向上を図るなどの運営を実
施した．

　5）　外部ノウハウの有効利用
　システム構成の中でプロダクトを提供している主な外部ベンダーとベンダーコンソーシ
アムを構成し，定期的なテクニカルミーティングにて開発状況を共有することで，稼働に
向けたリスク項目の早期発見と回避策の検討及び対応を推進した．

5.　開発内容
　本章では，ANACore 開発の具体的な内容を，アプリケーション，システム構成，システム
運用，移行の四つに大別して説明する．
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　5. 1　アプリケーション
　　5. 1. 1　業務アプリケーション
　able-D では，メインフレーム上で複雑に関係しあった構成で配置されていた機能（図 4上）
を，ベースとするAirCore のモジュール構成及び SOAの考えを踏襲し，ANACore としての
モジュール構成として構築した（図 4下）．

図 4　業務アプリケーション構成

　　5. 1. 2　インターフェイス・ゲートウェイ
　ANACore の接続端末，及び外部システムについては，接続仕様を現行通りとする基本方針
であることから，端末ゲートウェイ及び外部システムゲートウェイのインターフェイスレイ
ヤー機能を構築し，インターフェイスの差異を吸収した（図 5）．

図 5　インターフェイス・ゲートウェイ構成
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　　5. 1. 3　フレームワーク
　able-D の稼働環境であるメインフレームと同等のサービスレベルが要求されていることか
ら，米国Unisys 社製メインフレーム上ではHV-TIP，IR，シンビオントコントロールとして
実現されていたトランザクション制御，障害リカバリ制御，プリンター制御を実現するための
フレームワーク機能を構築する必要があった．
　開発のアプローチとして，AirCore フレームワークの上に，日本ユニシスのオープン系トラ
ンザクションアーキテクチャ標準のAtlasBase に沿ったMaia フレームワークを基盤として拡
張機能を補完し，再実装した．（機能一覧については表 4参照）

表 4　フレームワーク機能
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　5. 2　システム構成（実行環境）
　ANACore は，able-D で利用中のメインフレームと同様のサービスレベルの実現が要件であ
ることから，メインフレームでのXTPA機構によるノーダウン（障害発生時の仕掛り中処理
を除く）を，APサーバでは複数ノードによる障害時の縮退運用で，DBサーバでは複数ノー
ドのOracle 社 RAC機構を利用した障害時の縮退運用で実現した．システム構成イメージは
図 6，図の凡例とシステム構成一覧は表 5の通りである．

図 6　システム構成概要図（図中，トレはトレーニングの略）

表 5　システム構成一覧

　5. 3　システム運用
　ANA全社標準の ITIL をベースとし，アプリケーション及びインフラ分野のそれぞれに，
サービスマネジメント統括機能，サービスサポート，サービスデリバリのプロセスを確立した
（図 7）．以下に説明する．また，必要となる運用機能項目を表 6にまとめた．
　　●　サービスマネジメント統括機能

　ANACore システムの運用保守において，PDCAサイクルを確立し，全プロセスを管
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理・統括する．（サービスレベル管理，財務管理）
　　●　サービスサポート

　ANACore システムの日々の運用に関する管理業務の具体的な手順をプロセス毎に確
立し，各プロセスを管理する．
（インシデント管理，問題管理，変更管理（リリース管理含む），構成管理）

　　●　サービスデリバリ
　ANACore システムの品質向上のために，中長期的な視点において運用管理業務をプ
ロセス化し，管理する．（継続性管理，可用性管理，キャパシティ管理）

図 7　ANACoreシステム運用体制

表 6　運用機能項目一覧

　5. 4　移行
　　5. 4. 1　移行要件
　移行の要件は「所与の時間内での 100％確実な移行」であり，具体的には以下の各項目を実
現する．
　　●　システム切替えによって，便の正常運航には影響を与えない
　　●　システム切替えが漏れなく実施できる
　　●　許容されたシステム停止時間内（4.5 時間）でシステム切替えを完了できる
　　●　切替えたシステムで able-D と同等のレベルでの業務を継続できる
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　　●　ノーリターンポイントを経過する前であれば，able-D への戻しを実施しても便の正
常運航には影響を与えない

　　●　万一システム切替えに失敗した場合のコンティンジェンシープランが用意されている
　　●　切替え後の繁忙期も問題なく業務を実施できる
　今回の移行の特徴は，able-D の前身である RESANA以来，約 30 年ぶりの初のデータ構造
の全面変更を伴う移行となること，事業における中核システムであり，周辺との接続システム
が多いため，システム一斉移行が必要なことである．

　　5. 4. 2　切替え対象
　able-D からANACore に移行する際，切替えの対象となる項目を表 7に挙げた．

表 7　切替え対象項目

　　5. 4. 3　移行イメージ
　移行当日のシステム停止時間を最終便から当日初便までの 4.5 時間とするために，以下に示
す able-D からの段階的な移行（図 8．移行データの説明は表 8）を組み立てる必要があった．
　　●　1ヶ月前から 1週間前までの先行移行：本番ネットワーク環境にHW環境のセット

アップ及びAPプログラムのリリース展開を実施し，当日はネットワーク切替え作業の
みでANACoreに振り向けるようにした．また，ANACoreとして初期設定が必要なデー
タ（able-D では持っていないデータ）は先行してセットアップした．

　　●　稼働までの 1週間の事前移行：able-D から ANACore へのデータ移行について，初
回に全体移行を行った後，2 回目以降は差分移行を実施する形とした．また，当日の切
替え時間の中では充分な稼働確認が困難であることから，この事前移行期間の中で，主
要空港での稼働確認を計画した．

　　●　当日移行：当日分の移行データ反映と，ネットワーク切替え（外部システム接続切替
え・端末接続切替え）により 4.5 時間での切替えを実施した．
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図 8　移行イメージ

表 8　移行データ分類

　　5. 4. 4　稼働後のコンティンジェンシープラン
　本システムは国内運輸事業の中核となる社会基盤であることから，切替え失敗により運航に
影響を発生させることは絶対に避けなければならなかった．そのため，不測の事態の発生によ
るANACoreシステムの停止に備え，コンティンジェンシープランを備えておく必要があった．
プランとは具体的には，ANACore に切替えた後 1週間の期間は able-D に切戻すことができ
る仕組みのことである．
　考え方としては，切替え時点以降，able-D にも差分更新を反映していき，コンティンジェ
ンシー発動時には，ネットワークを切替えて（逆移行のイメージ），切戻す方式を採った．

6.　開発の考慮点
　本章では，ProjectAI で ANACore を開発するにあたり，特に考慮が必要だった点について
解説する．

　6. 1　プロジェクト管理
　300 人～ピーク時 800 人のメンバーによる開発のプロジェクト運営として，プロジェクト管
理項目を管理作業に具体化した上で，PMOの組織化と管理作業（表 9）の割当てが必要であっ
た．プロジェクト全体の PMO及び，サブチーム毎の PMOのメンバー構成として，30 人～
50 人によるプロジェクト管理体制で運営した．
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表 9　PMO作業項目

　表 9のプロジェクト管理項目として，プロジェクト計画（人材計画，コスト計画も含む）及
びスコープを定義してプロジェクト立上時のベースライン計画とし，その通りに開発を推進す
ることでゴール（稼働）を迎えられると想定した．コミュニケーション，構成管理，ファシリ
ティは，管理計画及び運営要領を定め，通常運営化することで統制を計った（図 9）．プロジェ
クト推進時の問題点は，最初は進捗・品質上の課題として表面化してくることから，これらを
週次での主な監視対象とした．状況悪化の傾向が出てきた際には，上記ベースライン計画を立
てた際の前提条件との差分要素が生じていると仮定し，それらを課題とした．その課題の原因
がベースライン計画のずれにあるのか，人材の質・要員数にあるのか，または，プロジェクト
運営のコミュニケーション，ファシリティにあるのかを分析することで，有効な対策の手立て
を講じる方針とした．詳細は本特集号の他の論文に譲るが，本稿ではこの進捗・品質・課題の
管理で考慮したポイントを説明する．

図 9　プロジェクト管理項目

　　6. 1. 1　進捗管理
　進捗については，WBS及び成果物の台帳で管理した．工程の開始ごとの計画作成時には通
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常，計画生産性（時間/人または，成果物件数/人，等）を設定する．成果物または作業の完了
数の計画/実績を監視対象とするのはもちろん，計画時に前提とした計画生産性を日次/週次の
KPI として監視し，グラフ化等の可視化をしてプロジェクト内で共有し，傾向分析をすること
で，工程の計画に影響が出るような大幅な進捗遅延を可能な限り防ぐ手立てとした．

　　6. 1. 2　品質管理
　品質については，各工程毎の定量的な品質目標値を設定した定量分析を評価軸の一つにしてい
る．その目標値は，プロジェクトの特性である言語表現性，機能毎の複雑度を反映して設定した．
また，不具合分析では，従来の原因分類に加えて前工程でのすり抜けを原因とする部分にも注
目し，定量化した目標値を設定した．分析として前工程でのすり抜け要因が多い機能について
は，前工程の見直しまで戻る対応も考慮してきた．
　この定量分析に加え，定性分析としては，徹底した現物・現場主義を方針として，“成果物
がどうなっているのか？”“現場ではどのように感じているのか？”を目視確認・ヒアリング
し，週次で監視する運営とした．
　品質管理という観点とは異なるが，製造工程での品質を担保するために，製造を担当する
パートナーでの単体テスト結果について，テストデータの生成からテスト実行までをスクリプ
ト化し納品してもらうことで，オフショアにより再実行した結果を再検証する受入れ手続きが
可能となった．

　　6. 1. 3　課題管理
　進捗・品質ともに計画通りの実績となるのが理想ではあるものの，実際には，大小さまざま
な要因で，進捗・品質状況に色々な課題が現れてくるものである．そのため，課題管理に一番
焦点を当てた PMO要員アサインを行ってきた．
　課題管理要員はおよそ全ての進捗・品質の打ち合わせに出席し，状況認識および課題の洗出
しを行う．課題対策については，仮説による原因分析及び仮説検証後，対策をステップ化して
いく活動をファシリテートする運営とした．
　課題対策を打つにあたり工夫した点は以下の二つである．
　　●　課題対策については解決作業のステップ化（誰が，何を，何時までに）を設定し，重

要課題についてはプロジェクト内で対応の進捗を共有できるようにした．
　　●　原因の所在については，開発側にある場合，顧客側にある場合，外部要因にある場合

とステークホルダーを跨る可能性があるため，課題管理要員には，第三者の立場を取れ
るパートナーを割り当てた．

　6. 2　アーキテクチャ
　ANACore は国内交通手段の基盤であり，サービスを停止することが許されないシステムで
あるため，開発前のアーキテクチャ検証及び開発開始後のインフラ・プロダクト検証を徹底的
に実施したうえで，アプリケーションを構築した．

　　6. 2. 1　事前アーキテクチャ検証
　オープンプラットフォームでのインフラ・プロダクトセットを構成するため，サーバ処理性
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能（スループット性能）/レスポンス/バッチ処理性能/簡易ロングラン/代表障害運用に関して
ベンチマーク検証及び評価を実施し，稼働時のHW・SW構成を決定した．

　　6. 2. 2　事前開発プロセス検証
　開発標準化とガイドラインを整備し，主要機能のベンチマーク開発を実施して，開発プロセ
スを検証した．

　　6. 2. 3　インフラ・プロダクト検証
　事前アーキテクチャ検証及びインフラ構成設計で決定したHW・SWプロダクトでの対障害
性動作については，インフラ環境構築前に本番稼働相当の環境を用意し，想定できる詳細ケー
スについて以下 1）と 2）の徹底検証を実施し，プロダクトリスクを排除した．
　1）　可用性検証（RAC・DBサーバ）
　HP-UX上でのOracle RACが AirCore ミッションクリティカル環境に適合した可用性
を保持していることを検証

　2）　サーバ運用性検証（APサーバ・DBサーバ・DISK・バックアップサーバ・運管サーバ・
ログ管理サーバ）

　日本ユニシスは，過去 30 年以上に及ぶ able-D のサポート経験，その他数多くのミッション
クリティカルシステムのサポートに際して発生した各種障害をもとに，メインフレーム出荷前
に，対象プロダクトスタックに対してのQA（品質保証）を実施するメトリクスとプロセスを
保有していた．
　今回のプロダクト検証では，当該メトリクスを基本に，商用Unix，RDBMS，Web サーバ
が内包する脆弱性の仮説をたて，過去実績に基づく観点から生成したプロダクト単体，あるい
はセットとしての潜在不具合をあぶりだすための検証活動を約 1年にわたって実施した結果，
各プロダクトが抱えていた 30 件以上の潜在不具合を発見し，各ベンダーとともに対応を進め
ることにより，プロジェクトでの製品利用開始以前に安定的なプロダクトセットを構築するこ
とに成功した．これにより，システムテストや稼働前後でインフラにまつわる致命的な不具合
が発生することを未然に防止することができた．

　6. 3　テスト戦略
　4. 5 節の開発方式の基本方針でも示した通り，ANACore の AP開発では，機能特性により
3回（グループ 1～ 3）に分割したベース機能開発と，ベース機能開発後に，その期間中の
able-D で開発された仕様の反映として 3回（現行取込 1～ 3）に分割した現行改修の取込開発
を実施する計画とし，設計～テストの開発のプロセスを合計 6回の開発グループに分けて繰り
返し実施した．
　また，接続する外部システムも約 60 システムと多く，開発グループに合わせて接続性と機
能性を作り込んでおく必要があった．
　一方，インフラ開発においても，業界初となる全てオープン技術による国内線旅客システム
構築であるため，求められる堅牢性，安定性を実現するべく，プロダクトの検証～運用の機能
性の作りこみを実施する計画であった．
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図 10　テスト関連図

　図 10 に示すように，6 回に分割したAP開発グループにわたる機能テスト，各開発グルー
プ毎にレベルアップしていく品質や，多くの接続先との接続テストの組み方など，2000 機能
を超える機能単位でのテストをどのように組み立てていくか，また稼働前の総合テスト（業務
面・運用面）として，システムテストやユーザ検収をどのように実施するのかについて，テス
ト全体のシナリオを定義し，個々のテスト計画に反映させていく必要がある．そのため，テス
ト全体像の設計（全体テストの基本方針）をテスト戦略書（図 11）として作成するに至った．

図 11　テスト戦略書の位置づけ

　6. 4　“現行通り”への対応
　3. 1 節で述べた通り，ProjectAI の目的は able-D の「IT コスト構造の改革」「システムの拡
張性・柔軟性の確保」「迅速なサービスの提供」であり，アプリケーション機能のゴールは
「able-D アプリケーション機能と同等」であった．
　しかしながら，約 30 年前の初期稼働から改修を重ねてきている able-D には整備された機能
仕様書がなかったため，現行業務同等の開発ゴールを達成するためには，開発計画策定段階で
従来の開発技法（ウォーターフォール型）をベースとした工夫を組み込んでいくことが必要
だった．
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　　6. 4. 1　機能要件の定義とリスク
　現行業務を成り立たせている機能要件については，プログラムコードからリバースしてその
ベースを作成した．人によるプログラムコードの読み込みからのリバースであるため，担当し
たメンバーの解釈によっては，異なったアプリケーションルールまたは漏れてしまうルールが
でてきてしまうリスクがあることを想定し，後段の工程でのリスク対策を組み込む必要があっ
た．

　　6. 4. 2　早期の品質検証
　機能要件のリスクを早期に検知することを目的に，開発機能をグループ分けした中で，最初
のグループとしてまず主要機能から開発と検証を行ったところ，定義した機能要件の範囲で，
機能仕様は満たしているという機能品質は確認できたものの，機能と機能を組み合わせた業務
仕様としては誤り・抜け漏れが散見される結果となった．

　　6. 4. 3　現行比較フェーズの設定
　ベース仕様開発及び現行改修取り込みでの仕様開発を終えたところで，現行と同等の仕様レ
ベルとなることから，その後のフェーズとして，現行比較フェーズを設定し，業務シナリオに
沿った現行業務との比較を徹底的に実施し，仕様差異を埋めていく計画とした．
　業務機能の比較については，機能テスト工程の最終ステップとして，業務シナリオに沿った
機能単位での確認を実施した．オンライン機能に関しては，入力媒体を現行と共有しているた
め，用意した業務シナリオに沿った確認ケースの入力を新旧端末で実施し，結果を比較して確
認した．またバッチ機能についても新旧システムでバッチ走行した結果を比較して確認した．
　現行比較フェーズとして，全機能を対象とした業務シナリオの実行に 9ヶ月を想定し，不具
合発生率は従来の機能テスト工程同等の率を想定した．

　6. 5　移行～稼働後臨戦
　移行から新システム稼働直後の臨戦（障害対応に備えた要員待機）については，システム都
合で運航業務に影響を及ぼさないこと，万が一影響があったとしても最小限にとどめることを
目的とした準備を整えておく必要があった．
　移行に関しては，計画していた作業を決められた時間内に確実に実施する作業であるため，
手順に沿ったリハーサルを複数回繰り返し実施し，想定外の事象に対する追加手順化を含め，
作業の正確性を高める計画とした．
　稼働後臨戦は，計画段階で，実際に発生する障害の量，質ともに推定することは困難であり，
いかなる状況にも対応可能な体制として 24 時間・延べ 500 名の体制及びワークフローを準備
しておく必要があった．また，本番稼働直後に想定される緊迫した状況の中で，早く，確実な
障害対応を実施していくために，各メンバーが役割に応じたタスクを一定品質で実行し，他
チームメンバーともスムーズに連携できるワークフローを定着させる必要がある．そのため
に，全メンバー参加の訓練という形で稼働後臨戦時のシミュレートを複数回繰り返し，安定し
た障害対応の運用を確立した．
　障害対応の基本方針は以下のとおりである．また，稼働後臨戦の体制を図 12 に示す．
　　●　通常運用での ITIL 規約に即した役割と運用とする．
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　　●　障害対応方法としては，運用制限，DB修正，プログラム修正，環境修正，対応不要
のいずれかの範囲で対応する．

　　●　障害による業務影響度を五つのレベルに区分し，対応優先度を設定する．
　　●　障害連絡受付⇒解析⇒対応方針決定⇒対応⇒リリース判定⇒リリース手続き⇒サービ

スインのワークフローに沿った対応とし，一連のステータスについてはプロジェクト全
体で共有できる仕組みを準備する．

図 12　稼働後臨戦体制

7.　お　わ　り　に
　様々な事業改革に伴う追加改修を入れつつ，約 30 年に渡り社会基盤としての堅牢かつ安定
した運用を提供してきた旧システム able-D を，仕様をそのままに全面的に新アーキテクチャ
の上で構築するにあたり，アプリケーション・インフラともに様々な難問に直面してきた．
　その都度，プロジェクトでは会社の垣根を外した協力体制の下で，当初計画で定めたゴール
と基本方針をぶれさせることなく課題対策検討を繰り返して難問を乗り越え，本番稼働を迎え
ることができた．
　プロジェクトをともに運営してきた全日本空輸株式会社様，ANAシステムズ株式会社様に
多大なるご支援を頂いたことは言うまでもないが，この大プロジェクトに最後まで協力頂いた
数々のパートナー会社の方々，およびベンダーコンソーシアムで技術支援を頂いた日本ヒュー
レット・パッカード株式会社様，日本オラクル株式会社様，株式会社日立製作所様のご協力あっ
ての本番稼働であった．本稿を借りて深く感謝を申し上げたい．

─────────

＊ 1 ProjectAI：ANACore 開発のプロジェクト名（Ana passenger system Innovation）．
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